
 
 
 
 
 
 
 
 
 

補足説明資料 3－4 

電源盤・制御盤消火設備について 
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補-3-4-1 

1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書 5.2.2(1)b.(b)項に示す電源盤・制御盤消火設備について

の詳細を示すために，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

  電源盤・制御盤消火設備の詳細を次頁以降に示す。 
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補-3-4-2 

3. 設備構成及び系統構成 

原子炉建屋通路部にある，火災防護上重要な機器等及び重大事故対処施設が設置されている火

災区域又は火災区画は，火災時に煙が多く発生し，消火活動が困難となる火災区域又は火災区画

として，煙の充満を発生させるおそれのある電源盤・制御盤内火災を早期感知及び消火ができる

よう，電源盤・制御盤消火設備を設置する設計とする。また、遠隔から手動起動が可能となるよ

う中操制御室から起動ができる設計とする。 

電源盤・制御盤消火設備は，火災の火炎，熱による直接的な影響のみならず，煙，流出流体，

断線，爆発等による二次的影響が安全機能を有する構築物，系統及び機器に悪影響を及ぼさない

ように，消火薬剤ボンベ・消火設備制御盤は，電源盤・制御盤内の火災発生時，該当電源盤・制

御盤内からの熱放出が小さいことから，電源盤・制御盤の外側に設置する設計とする。 

また，想定される火災の性質に応じた十分な容量の消火剤を備え，起動を知らせる回転灯を消

火設備制御盤に設置する設計とする。 

電源盤・制御盤消火設備の仕様の概要を第 1表に，設備概要図を第 1図に示す。 

 

第1表  電源盤・制御盤消火設備の仕様の概要 

＊ 電源盤・制御盤消火設備が設置している電源盤・制御盤の火災区域又は火災区画は，高感度煙感知器とは別

に，複数の火災感知器を設置している。盤内火災発生時，当該盤内からの熱放出及び煙流出が期待されないこ

とから，盤内に高感度煙感知器を設置し，早期に感知する目的のため設置する。 

  

項 目 仕 様 

電源盤・制御盤消火設備 

消火剤 

消火薬剤 FK-5-1-12 

消火原理 連鎖反応抑制（負触媒効果） 

消火剤の特徴 設備及び人体に対して無害 

消火設備 

適用規格 ―（実証実験により算出） 

火災感知 高感度煙感知器＊ 

放出方式 
中央制御室より遠隔手動起動又

は現場制御盤にて起動 

消火方式 局所放出方式 

電 源 
非常用電源及び蓄電池を盤内に

設置 

破損，誤作動，
誤操作による影

響 

電気絶縁性が高く，揮発性の高
い消火剤（FK-5-1-12）は，電気
設備及び機械設備に影響を与え
ない。 
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補-3-4-3 

 

 

第 1図 電源盤・制御盤消火設備概要図 

 

 

 

4. 電源盤・制御盤消火設備の作動回路 

4.1. 作動回路の概要 

中央制御室における遠隔起動，現地（火災エリア外）での手動操作による起動（ガス噴

出）も可能な設計としており，人による火災発見時においても，早期消火が対応可能な設計

とする。また，高感度煙感知器は微量な煙であっても，中央制御室に警報が発報するため，

運転員が火災の発生を確認した場合には，中央制御室又は現場での手動起動により早期消火

が対応可能な設計とする。電源盤・制御盤消火設備の信号の流れを第 2図に示す。 

 

  

消火配管
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電源盤

消火ノズル
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補-3-4-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2図  火災発生時の信号の流れ 

 

4.2． 電源盤・制御盤消火設備の系統構成 

電源盤・制御盤消火設備は，火災感知器からの信号を制御回路部が受信した後，一定時間後

に制御回路部から容器弁に対して放出信号を発信して，消火ガスが放出される。 

電源盤・制御盤消火設備の系統構成を第 3図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3図  電源盤・制御盤消火設備の系統構成 
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補足説明資料 3－5 

SLC ポンプ・CRD ポンプ局所消火設備について 
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補-3-5-1 

1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書 5.2.2(1)b.(b)項に示す SLC ポンプ・CRD ポンプ局所消火

設備についての詳細を示すために，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

  SLC ポンプ・CRD ポンプ局所消火設備の詳細を次頁以降に示す。 
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補-3-5-2 

3. 設備構成及び系統構成 

通路部において火災発生時に煙の充満により消火活動が困難となる可能性のある油内包機器

に対する固定式消火設備として，人体，設備への影響を考慮した，SLC ポンプ・CRD ポンプ局所

消火設備を設置する。 

SLC ポンプ・CRD ポンプ局所消火設備の仕様の概要を第 1表に，系統構成を第 1図に，設備概

要図を第 2図に示す。  

 

第 1 表 SLC ポンプ・CRD ポンプ局所消火設備の仕様の概要 

 

  

項 目 仕 様 

SLCポンプ・CRDポンプ
局所消火設備 

消火剤 

消火薬剤 ハロン1301 

消火原理 連鎖反応抑制（負触媒効果） 

消火剤の特徴 設備及び人体に対して無害 

消火設備 

適用規格 消防法施行規則20条第3項 

火災感知 
自動消火設備用の火災感知器 
（煙感知器2系統，熱感知器2系 
統のOR信号） 

放出方式 
自動起動又は中央制御室より遠 
隔手動起動も可能及び現場制御 
盤より手動起動が可能 

消火方式 局所放出方式 

電 源 
非常用電源及び蓄電池を盤内に
設置 

破損，誤作動，誤操作
による影響 

電気絶縁性が高く，揮発性の高
いハロンは，電気設備及び機械
設備に影響を与えない。 
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補-3-5-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1図 SLCポンプ・CRDポンプ局所消火設備の系統構成 

 

 

 

第 2図 SLC ポンプ・CRD ポンプ局所消火設備概要図 
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補-3-5-4 

3.1. 作動回路の概要 

通路部において消火活動が困難となるおそれがある油内包機器に対して設置する SLC ポン

プ・CRD ポンプ局所消火設備は，火災感知器からの信号を制御回路部が受信した後，一定時間

後に制御回路部から起動ガス容器ユニットに対して放出電気信号を発信する。 

起動ガス容器ユニットでは，放出電気信号を機械的なガス圧信号に変換し，ガス圧信号で機

械的に作動する容器弁に対して放出信号を発信して，消火ガスが放出される。 

SLC ポンプ・CRD ポンプ局所消火設備の火災発生時の信号の流れを第 3図に示す。 

自動待機状態においては，複数の感知器が作動した場合に自動起動する。起動条件としては，

複数の「煙感知器」のうち 2系統又は複数の「熱感知器」のうち 2系統が火災を感知した場合

に自動起動する設計とし，誤作動防止を図っている。（第 4図） 

中央制御室における遠隔起動，現地（火災エリア外）での手動操作による消火設備の起動（ガ

ス噴出）も可能な設計としており，人による火災発見時においても，早期消火が対応可能な設

計とする。また，煙感知器又は熱感知器のうち一方の誤作動，不作動により消火設備が自動起

動しない場合であっても，もう一方の感知器の作動によって中央制御室に警報が発報するため，

運転員が火災の発生を確認した場合には，中央制御室又は現場での手動起動により早期消火が

対応可能な設計とする。 
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補-3-5-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3図 火災発生時の信号の流れ 

 

 

           【煙感知】        【熱感知】 

 

 

 

 

            消火設備作動信号 

 

 

 

 

 

第4図 SLCポンプ・CRDポンプ局所消火設備起動ロジック 
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補足説明資料 3－6 

中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備について 

168



補-3-6-1 

1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書 5.2.2(1)b.(d)項に示す中央制御室床下フリーアクセスフ

ロア消火設備についての詳細を示すために，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

  中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備の詳細を次頁以降に示す。 
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補-3-6-2 

3. 設備構成及び系統構成 

中操天井に設置した火災感知器では中操床下の火災を速やかに感知すること，火災源の位置

を特定することが困難であり，また中操床板を外すことなく床下の消火ができることを考慮

し，中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備を設置する。 

中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備の仕様の概要を第 1表に，複数あるエリアの

火災発生時に当該火災エリアを選択する選択型の中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設

備を第 1図に示す。 

 

第1表 中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備の仕様の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1図 中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備概要図 

項 目 仕 様 

中央制御室床下フリー
アクセスフロア消火設
備 

消火剤 

消火薬剤 ハロン1301 

消火原理 連鎖反応抑制（負触媒効果） 

消火剤の特徴 設備及び人体に対して無害 

消火設備 

適用規格 消防法施行規則第20条（準用） 

火災感知 
高感度煙検出設備，光ファイバ
ケーブル熱感知器 

放出方式 中央制御室より遠隔手動起動 

消火方式 全域放出方式（選択弁） 

電 源 
非常用電源及び蓄電池を盤内に
設置 

破損，誤作動，誤操作
による影響 

電気絶縁性が高く，揮発性の高
いハロンは，電気設備及び機械
設備に影響を与えない。 

床下防護 

エリア 

ボンベラック 

選択弁 

制御回路， 

受信盤 

手動起動 

装置 

スピーカ，充満表示灯 

（中操内へ） 

下部中操 

下部中操 
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補-3-6-3 

4.  中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備の作動回路 

4.1. 作動回路の概要 

中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備作動までの信号の流れを第 2図に示す。 

中央制御室における遠隔起動，下部中操（ボンベ・制御装置）での手動操作による消火設備

の起動（ガス噴出）が可能な設計としており，感知器の作動によって中央制御室に警報が発報

するため，運転員が火災の発生を確認した場合には，中央制御室又は下部中操（ボンベ・制御

装置）での手動起動により早期消火が対応可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2図 火災発生時の信号の流れ 
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補-3-6-4 

4.2.  中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備の系統構成 

中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備は，複数あるエリアに設置されている

火災感知器からの信号を制御回路部が受信した後，中央制御室へ発報するとともに，中

央制御室からの遠隔起動または現場操作箱の操作により起動信号を制御回路部から起動

ガス容器ユニットに対して放出電気信号を発信する。 

起動ガス容器ユニットでは，放出電気信号を機械的なガス圧信号に変換し，ガス圧信

号で機械的に作動する容器弁及び選択弁に放出信号を発信して，消火ガスが放出される。

中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備の系統構成を第 3図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3図 中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備の系統構成 
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補足説明資料 3－7 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備について 

173



 

補-3-7-1 

1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書 5.2.2(1)b.(a)項に示す 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所

消火設備についての詳細を示すために，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

  5 号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備の詳細を次頁以降に示す。 
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補-3-7-2 

3. 設備構成及び系統構成 

火災発生時に煙の充満により消火活動が困難となる可能性のある火災区域又は火災区画に必

要となる固定式消火設備として，人体，設備への影響を考慮し，5号機原子炉建屋内緊急時対策

所消火設備を設置する。 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備の仕様の概要を第 1表に，作動概要図を第 1図に示

す。 

 

第 1 表 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備の仕様の概要 

 

第1図 5号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備の作動概要図 

項 目 仕 様 

5号機原子
炉建屋内緊
急時対策所
消火設備 
（専用型） 

消火剤 

消火薬剤 ハロン1301 

消火原理 連鎖反応抑制（負触媒効果） 

消火剤の特徴 設備及び人体に対して無害 

消火設備 

適用規格 消防法施行規則20条第3項 

火災感知 
自動消火設備用の火災感知器（煙感知器2系統，
熱感知器2系統のOR信号） 

放出方式 
自動起動又は中央制御室より遠隔手動起動及び
現場制御盤より手動起動が可能 

消火方式 全域放出方式 

電 源 非常用電源及び蓄電池を盤内に設置 

破損，誤作動，誤操
作による影響 

電気絶縁性が高く，揮発性の高いハロンは，電
気設備及び機械設備に影響を与えない。 
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補-3-7-3 

4. 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備の作動回路 

4.1. 作動回路の概要 

消火活動が困難な火災区域又は火災区画の火災発生時における 5 号機原子炉建屋内緊急時

対策所消火設備作動までの信号の流れを第 3図に示す。 

自動待機状態においては，複数の感知器が作動した場合に自動起動する。起動条件としては，

複数の「煙感知器」のうち 2系統又は複数の「熱感知器」のうち 2系統が火災を感知した場合

に自動起動する設計とし，誤作動防止を図っている。（第 4図） 

中央制御室における遠隔起動，現地（火災エリア外）での手動操作による消火設備の起動（ガ

ス噴出）も可能な設計としており，人による火災発見時においても，早期消火が対応可能な設

計とする。また，煙感知器又は熱感知器のうち一方の誤作動，不作動により消火設備が自動起

動しない場合であっても，もう一方の感知器の作動によって中央制御室に警報が発報するため，

運転員が火災の発生を確認した場合には，中央制御室又は現場での手動起動により早期消火が

対応可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 図 火災発生時の信号の流れ 
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第4図 5号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備 起動ロジック 
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補-3-7-4 

4.2.  5号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備の系統構成 

 火災感知器からの信号を制御回路部が受信した後，一定時間後に制御回路部から起動ガス

容器ユニットに対して放出電気信号を発信する。 

 起動ガス容器ユニットでは，放出電気信号を機械的なガス圧信号に変換し，ガス圧信号で

機械的に作動する容器弁に対して放出信号を発信して，消火ガスが放出される。 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備の系統構成を第 5図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第5図 5号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備の系統構成 
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補足説明資料 3－8 

消火用の照明器具の配置図 
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補-3-8-1 

1. 目的 

 本資料は，火災防護に関する説明書 5.2.2(5)g.(b)に示す建屋内の消火栓の設置場所及び設置

場所への経路に設置する照明器具の位置を示すため，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

 建屋内の消火栓の設置場所及び設置場所への経路に設置する照明器具の位置を次頁以降に示す。 
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補足説明資料 3－9 

ディーゼル駆動消火ポンプの内燃機関の発電用火力設備に関する 

技術基準を定める省令への適合性について 
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補-3-9-1 

1. 目 的 

本資料は，発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 5.2.4 に示すディーゼル駆動消火ポン

プの内燃機関が，「発電用原子炉及びその付属施設の技術基準に関する規則」第 48 条第 3項で要

求した設計を満足していることを示すため，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内 容 

「発電用原子炉及びその付属施設の技術基準に関する規則」第 48 条第 3項は，設計基準対象

施設に施設する内燃機関に対して，「発電用火力に関する技術基準を定める省令」第 25 条から第

29 条を準拠することを要求していることから，ディーゼル駆動消火ポンプの内燃機関が，「発電

用火力に関する技術基準を定める省令」第 25 条から第 29 条に適合する設計であることを次頁以

降に示す。 
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補-3-9-2 

 

工事計画 
認可 

申請機器 

発電用火力設備の技術基準に 
関する技術基準を定める省令 

適  合  性 備考 

ディーゼル 
駆動 

消火ポンプ 

第 25 条 (内燃機関等の構造等) 

内燃機関は，非常調速装置が作動

したときに達する回転速度に対し

て構造上十分な機械的強度を有す

るものでなければならない。 

 

 

 
 
 
 

 

ディーゼル駆動消火ポンプの内燃機

関は，非常調速装置が作動する定格回

転数の 115%まで上昇する試験を納入

時に実施し，過速度試験によって機関

の各部に異常がなく，構造上十分な機

械的強度を有する設計であることを

確認している。 

 

第 25 条 2  

内燃機関の軸受は，運転中の荷重

を安定に支持できるものであっ

て，かつ，異常な摩耗，変形及び

過熱が生じないものでなければな

らない。 

 

 

ディーゼル駆動消火ポンプの内燃機

関の軸受けは，運転中の荷重を安定に

支持できるものであり，「発電用火力

設備に関する技術基準の解釈」第 38

条第 1項に示される，異常な摩耗，変

形及び過熱が生じないよう以下の装

置を設けている。 

① 通常運転時に内燃機関に給油を

行うための主油ポンプ（潤滑油ポ

ンプ） 

② 内燃機関の停止中において通常

運転時に必要な潤滑油をためる

ための油タンク（油タンク） 

③ 潤滑油を清浄に保つための装置

（潤滑油ろ過器） 

④ 潤滑油の温度を調整するための

装置（潤滑油冷却器） 
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補-3-9-3 

工事計画 
認可 

申請機器 

発電用火力設備の技術基準に 
関する技術基準を定める省令 

適  合  性 備考 

第 25 条 3  

内燃機関及びその附属設備(液化

ガス設備を除く。第二十八条にお

いて同じ。)の耐圧部分の構造は，

最高使用圧力又は最高使用温度に

おいて発生する最大の応力に対し

安全なものでなければならない。

この場合において，耐圧部分に生

ずる応力は当該部分に使用する材

料の許容応力を超えてはならな

い。 

 

 

ディーゼル駆動消火ポンプの内燃機

関は，冷却水系統の設計圧力の 1.5

倍の水圧を内燃機関の冷却水系統へ

加圧、10 分間保持する試験を行い、

圧力の降下や，各部に異常な変形が無

いことを確認したことから，「発電用

火力設備の技術基準に関する技術基

準の解釈」第 5条第 1項に示す「水圧

試験」の要求に適合している。 

 

 

第 25 条 4  

内燃機関が「一般用電気工作物」

である場合であって，屋内その他

酸素欠乏の発生のおそれのある場

所に設置するときは，給排気部を

適切に施設しなければならない。 

 

 

ディーゼル駆動消火ポンプの内燃機

関は，事業用電気工作物のうち『自家

用電気工作物』であり，本条文は適用

外であるが，酸素欠乏の発生のおそれ

がないよう排気口を屋外へ適切に施

設している。 

 なお，ディーゼル駆動消火ポンプは

出力が 91KW であることから，電気事

業法上「自家用電気工作物」と定義す

る。 
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補-3-9-4 

工事計画 
認可 

申請機器 

発電用火力設備の技術基準に 
関する技術基準を定める省令 

適  合  性 備考 

第 26 条 (調速装置) 

誘導発電機と結合する内燃機関以

外の内燃機関には，その回転速度

及び出力が負荷の変動の際にも持

続的に動揺することを防止するた

め，内燃機関に流入する燃料を自

動的に調整する調速装置を設けな

ければならない。この場合におい

て，調速装置は，定格負荷を遮断

した場合に達する回転速度を非常

調速装置が作動する回転速度未満

にする能力を有するものでなけれ

ばならない。 

 

 

ディーゼル駆動消火ポンプの内燃機

関に流入する燃料を自動的に調整す

る調速装置（ガバナ）を設けている。

また，本調速装置は，定格負荷を遮断

した場合でも非常調速装置が作動す

る定格回転数 115%未満に抑える能力

を有することを確認している。 

 

 

 

第 27 条 (非常停止装置) 

内燃機関には，運転中に生じた過

回転その他の異常による危害の発

生を防止するため，その異常が発

生した場合に内燃機関に流入する

燃料を自動的かつ速やかに遮断す

る非常調速装置その他の非常停止

装置を設けなければならない。 

 

 

「発電用火力設備に関する技術基準

の解釈」第 40 条第 1 項には，第 27

条の規定に適合すべき内燃機関とし

て，「一般用電気工作物」である内燃

機関及び，事業用電気工作物のうち

「500kw を超える内燃機関」に適用さ

れると示されている。 

ディーゼル駆動消火ポンプの内燃機

関は，事業用電気工作物のうち『自家

用電気工作物』であることから，本条

文の適用外であるが，非常調速装置を

施設している。 
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補-3-9-5 

工事計画 
認可 

申請機器 

発電用火力設備の技術基準に 
関する技術基準を定める省令 

適  合  性 備考 

第 28 条 (過圧防止装置) 

内燃機関及びその附属設備であっ

て過圧が生ずるおそれのあるもの

にあっては，その圧力を逃がすた

めに適当な過圧防止装置を設けな

ければならない。 

 

「発電用火力設備の技術基準の解釈」

第 41条第 2項には，「過圧が生じるお

それのあるもの」として，シリンダー

直径が 230mm を超えるもの等と示さ

れている。 

ディーゼル駆動消火ポンプの内燃機

関のシリンダー直径は 102mm である

ことから，本条文は適用外である。 
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補-3-9-6 

工事計画 
認可 

申請機器 

発電用火力設備の技術基準に 
関する技術基準を定める省令 

適  合  性 備考 

第 29 条 (計測装置) 

内燃機関には，設備の損傷を防止

するため運転状態を計測する装置

を設けなければならない。 

 

 

ディーゼル駆動消火ポンプの内燃機

関には，設備の損傷を防止するため運

転状態を計測する装置として，「発電

用火力設備の技術基準の解釈」第 42

条第 1 項に示される以下の事項を計

測するために必要な計器を設けてい

る。 

① 内燃機関の回転速度 

  （機関回転計） 

② 内燃機関の冷却水の温度 

  （機関水温度計） 

③ 内燃機関の潤滑油圧力 

  （機関潤滑油圧力計） 

④ 内燃機関の潤滑油温度 

  （機関潤滑油温度計） 

 

 

第 29 条 2 (計測装置) 

内燃機関が「一般用電気工作物」

である場合には，前項の規定は適

用しない。 

 

ディーゼル駆動消火ポンプの内燃機

関は，事業用電気工作物のうち『自家

用電気工作物』であり，一般用電気工

作物ではないため，本条文は適用外で

ある。 
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補足説明資料 3－10 

消火栓及びガス系消火設備の必要容量について 
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補-3-10-1 

1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書 5.2.2(5)a.項に示す消火栓及びガス系消火設備の消火剤必

要量についての詳細を示すために，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

消火栓及びガス系消火設備の消火剤必要量の詳細を次頁以降に示す。 
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補-3-10-2 

3. 消火栓の消火剤必要量について 

消火栓のうち，ろ過水タンク（「5号機設備，6,7 号機共用」（以下同じ。））の消火剤必要量

は，消防法施行令第 11 条（屋内消火栓設備に関する基準）及び消防法施行令第 19 条（屋外消火

栓設備に関する基準）に基づき，屋内消火栓及び屋外消火栓を同時に使用した場合を想定した量

を最大放水量とし，発電用原子炉及びその付属施設の火災防護に係る審査基準の 2 時間の最大放

水量を確保する。（第 3-1 表 消火栓の消火剤必要量の算出を参照） 

 

第 3-1 表 消火栓の消火剤必要量の算出 

   

水源 
タンク 

個数 
消火剤 
容量 

消火栓 消火剤必要量の算出 

ろ過水 

タンク 
2 120 ㎥ 

屋内 
消火栓 

 
及び 

 
屋外 
消火栓 

【屋内消火栓】 

・消防法施行令 11 条 3 項 1 号で定める屋内消火栓の放水量 

15.6 ㎥/h 

 （屋内消火栓：放水量 130L/min（＝7.8 ㎥/h）以上の 2個

分） 

【屋外消火栓】 

・消防法施行令 19 条 3項 4 号で定める屋外消火栓の放水量 

 42 ㎥/h 

 （屋外消火栓：放水量 350L/min（＝21 ㎥/h）以上の 2 個

分） 

【最大放水量】 

 屋内消火栓①：15.7 ㎥/h×2 時間＝31.2 ㎥ 

 屋外消火栓②：42 ㎥/h×2 時間＝84 ㎥ 

 ①＋②＝115.2 ㎥=120 ㎥ 

・これより，ろ過水タンクの容量は最大放水量を上回る 1000

㎥とする。 

 なお，ろ過水タンクを 2個設置していることから十分な容量

を確保している。 
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補-3-10-3 

4. ガス系消火剤必要量について 

ガス系消火設備のうち，二酸化炭素消火設備の消火剤必要量は，消防法施行規則第 19 条に基づ

き算出し，小空間固定式消火設備， SLC ポンプ・CRD ポンプ局所消火設備及び 5号機原子炉建屋

内緊急時対策所消火設備の消火剤必要量は，消防法施行規則第 20 条に基づき算出する。 

電源盤・制御盤消火設備については，消防法に基づく設備ではないことから，試験結果により

消火剤必要量を算出する。 

ケーブルトレイ消火設備及び中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備の消火剤必要量は，

消防法施行規則第 20 条に基づき，試験結果により消火剤必要量を算出する。 

第 4-1-1 表に二酸化炭素消火設備，第 4-1-2 表に小空間固定式消火設備，第 4-1-3 表に電源盤・

制御盤消火設備，第 4-1-4 表に SLC ポンプ・CRD ポンプ局所消火設備，第 4-1-5 表にケーブルト

レイ消火設備，第 4-1-6 表に 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備，第 4-1-7 表 中央制御

室床下フリーアクセスフロア消火設備の消火剤必要量の算出式を示す。 

また，第 4-2-1 表に二酸化炭素消火設備，第 4-2-2 表に小空間固定式消火設備，第 4-2-3 表に

電源盤・制御盤消火設備，第 4-2-4 表に SLC ポンプ・CRD ポンプ局所消火設備，第 4-2-5 表にケ

ーブルトレイ消火設備，第 4-2-6 表に 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備，第 4-2-7 表 

中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備の崎刈羽原子力発電所 7 号機における固定式消火

設備の消火剤必要量についての詳細を示す。 
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補-3-10-4 

第 4-1-1 表 二酸化炭素消火設備の消火剤必要量の算出式 

ガス系消火設備 消火剤必要量の算出式 

二酸化炭素 
消火設備 

【二酸化炭素】 
 防護区画体積×0.75 ～ 0.9(kg/㎥)＊1                    (kg) 

 注記 ＊ 1 防火区画体積が 1500 ㎥以上では 0.75(kg/㎥)，150～1500 ㎥では 0.80(kg/㎥)，50

～150 ㎥では 0.90(kg/㎥)となる。 

 

第 4-1-2 表 小空間固定式消火設備の消火剤必要量の算出式 

 注記 ＊ 1 ハロン 1301 の消防法（消防法施行規則第 20条）による消火剤係数から算出する。 

    ＊ 2 対象防護区画に開口部がある場合，開口部 1m2当たりの追加消火剤の量(kg) 

    ＊ 3 HFC227ea の消防法（消防法施行規則第 20 条）による消火剤係数から算出する。 

 

第 4-1-3 表 電源盤・制御盤消火設備の算出式 

 注記 ＊ 1 メーカーによる実証値の必要消火剤量を示す。 

    ＊ 2 FK-5-1-12 の消防法（消防法施行規則第 20条）による消火剤係数から算出する。 

 

第 4-1-4 表 SLC ポンプ・CRD ポンプ局所消火設備の算出式 

 注記 ＊ 1 防護対象物のすべての部分から 0.6m 離れた部分によって囲まれた空間部分 

    ＊ 2 a：防護対象物の周囲に実際に設けられた壁の面積の合計(m2) 

A：防護空間の壁の面積（壁のない部分にあっては，壁があると仮定した場合の当

該部分の面積）の合計(m2) 

    ＊ 3 局所消火設備ハロン 1301 の消防法（消防法施行規則第 20条）による消火剤係数か

ら算出する。 

  

ガス系消火設備 消火剤必要量の算出式 

小空間固定式 
消火設備 

【ハロン 1301】  
 防護区画体積(㎥)×0.32(kg/㎥)＊1＋開口面積(m2)×2.4(kg/m2)＊2     (kg) 
【 HFC227ea  】  
 防護区画体積(㎥)×0.55(kg/㎥)＊3                                (kg) 

ガス系消火設備 消火剤必要量の算出式 

電源盤・制御盤
消火設備 

 

 

 

 

ガス系消火設備 消火剤必要量の算出式 

SLC ポンプ・ 
CRD ポンプ 

局所消火設備 

【ハロン 1301】  
 防護区画体積＊1(㎥)×（4.0－3.0×(

a

A
)
∗2

） ×1.25＊3(kg/㎥)           (kg) 
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補-3-10-5 

第 4-1-5 表 ケーブルトレイ消火設備の算出式 

 注記 ＊ メーカーによる実証値の必要消火剤量を示す。 

 

第 4-1-6 表 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備の消火剤必要量の算出式 

 注記 ＊ 1 ハロン 1301 の消防法（消防法施行規則第 20条）による消火剤係数から算出する。 

    ＊ 2 対象防護区画に開口部がある場合，開口部 1m2当たりの追加消火剤の量(kg) 

 

第 4-1-7 表 中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備の消火剤必要量の算出式 

 注記 ＊ 1 ハロン 1301 の消防法（消防法施行規則第 20条）による消火剤係数から算出する。 

    ＊ 2 対象防護区画に開口部がある場合，開口部 1m2当たりの追加消火剤の量(kg) 

 

 

ガス系消火設備 消火剤必要量の算出式 

ケーブルトレイ
消火設備 

 

 

 

ガス系消火設備 消火剤必要量の算出式 

5 号機原子炉 
建屋内緊急時 

対策所消火設備 

【ハロン 1301】  
 防護区画体積(㎥)×0.32(kg/㎥)＊1＋開口面積(m2)×2.4(kg/m2)＊2     (kg) 
 

ガス系消火設備 消火剤必要量の算出式 

中央制御室床下
フリーアクセス
フロア消火設備 
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9
23
 

1
19
k
g/
1
15
.
4L
 

8
個
 

(
85
2
) 

8
個
 

(
95
2
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-B
1
F-
1
9 

 
H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

1
75
.
17
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

9
7 

5
2k
g
/8
2
.5
L 

2
個
 

(
10
4
) 

2
個
 

(
10
4
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

   

注
記

＊
2 
：
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

は
，
10
5k
g
/1
1
5.
4
L×

9
個

の
ボ

ン
ベ
を
兼
用
す
る
。
制
御
盤

に
よ
り

6
個
若
し
く
は

9
個
の
ボ
ン
ベ
を
起
動
す
る
。
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補
-
3-

8
-9
 

補-3-10-9 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

空
間
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個

数
(消

火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

R
-B
1
F-
2
0 

多
重

伝
送
盤
室
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

5
0.
5
3 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

2
8 

2
8k
g
/4
0
L 

1
個
 

(
28
) 

1
個
 

(
28
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-B
1
F-
2
1 

ク
リ

ー
ン
ア
ク
セ
ス
通
路
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

1
78
6
.6
9 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

5
71
.
75
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

12
個

 
6
00
 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-B
1
F-
2
6 

連
絡

ト
レ
ン
チ
（

R/
B 

B1
F）

 
H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

2
98
.
85
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

1
65
 

8
3k
g
/8
2
.5
L 

2
個
 

(
16
6
) 

2
個
 

(
16
6
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-1
F
-0
1
A 

R
/B

地
上

1
階
通
路

(A
) 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

5
31
.
51
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

1
70
.
09
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

4
個
 

(
20
0
) 

4
個
 

(
20
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-1
F
-0
2 

R
CW
・
AC
・
電
気
ペ
ネ
室
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

2
02
.
04
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

1
12
 

5
6k
g
/8
2
.5
L 

2
個
 

(
11
2
) 

2
個
 

(
11
2
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-1
F
-0
7 

D
G(
A
)(
C
)室

前
室
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

3
36
.
92
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

1
86
 

6
2k
g
/8
2
.5
L 

3
個
 

(
18
6
) 

3
個
 

(
18
6
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-1
F
-1
0 

電
気

ペ
ネ
室

(R
/
B 

1F
 
東

) 
H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

1
92
.
14
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

1
06
 

5
3k
g
/8
2
.5
L 

2
個
 

(
10
6
) 

2
個
 

(
10
6
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-1
F
-1
1 

除
染

パ
ン
室
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

8
3.
0
1 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

4
6 

5
2k
g
/8
2
.5
L 

1
個
 

(
52
) 

1
個
 

(
52
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-1
F
-1
3 

F
CS

再
結
合
装
置
室
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

6
63
.
62
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

3
65
 

7
3k
g
/8
2
.5
L 

5
個
 

(
36
5
) 

5
個
 

(
36
5
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-1
F
-1
5 

D
G(
B
)室

前
室
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

2
91
.
53
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

1
61
 

8
1k
g
/8
2
.5
L 

2
個
 

(
16
2
) 

2
個
 

(
16
2
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
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補
-
3-
8
-1

0 

補-3-10-10 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

空
間
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個

数
(消

火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

R
-1
F
-1
7 

S
LC

ペ
ネ
，
電
気
ペ
ネ
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

2
06
.
40
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

6
6.
0
5 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

2
個
 

(
10
0
) 

2
個
 

(
10
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-1
F
-2
0 

C
UW

プ
リ
コ
ー
ト
ポ
ン
プ
・
タ
ン

ク
室
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

2
21
.
81
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

1
22
 

6
1k
g
/8
2
.5
L 

2
個
 

(
12
2
) 

2
個
 

(
12
2
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-1
F
-2
3 

事
故

後
サ

ン
プ

リ
ン

グ
操

作
盤

室
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

8
1.
8
4 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

4
6 

5
2k
g
/8
2
.5
L 

1
個
 

(
52
) 

1
個
 

(
52
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-2
F
-0
5 

A
系

北
側
連
絡
通
路
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

4
09
.
26
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

2
26
 

5
7k
g
/8
2
.5
L 

4
個
 

(
22
8
) 

4
個
 

(
22
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-2
F
-0
6 

電
気

ペ
ネ
室

(R
/
B 

2F
 
北

) 
ハ

ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

1
17
.
83
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

3
7.
7
1 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

1
個
 

(
50
) 

1
個
 

(
50
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-2
F
-0
7 

C
系

北
側
連
絡
通
路
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

5
49
.
56
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

3
03
 

7
6k
g
/8
2
.5
L 

4
個
 

(
30
4
) 

4
個
 

(
30
4
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-2
F
-1
1 

格
納

容
器

所
員

用
エ

ア
ロ

ッ
ク

室
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

1
23
.
16
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

6
8 

6
8k
g
/8
2
.5
L 

1
個
 

(
68
) 

1
個
 

(
68
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-2
F
-1
4 

B
系

南
側
連
絡
通
路
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

8
63
.
59
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

4
75
 

1
22
k
g/
1
15
.
4L
 

4
個
 

(
48
8
) 

4
個
 

(
48
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-2
F
-1
5 

電
気

ペ
ネ
室
（

R/
B 

2F
 
南
）
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

2
29
.
55
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

1
27
 

6
4k
g
/8
2
.5
L 

2
個
 

(
12
8
) 

2
個
 

(
12
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-3
F
-0
4 

M
SI
V・

S
RV

ラ
ッ
ピ
ン
グ
室
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

1
40
9
.5
7 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

7
76
 

8
7k
g
/8
2
.5
L 

9
個
 

(
78
3
) 

9
個
 

(
78
3
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
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補
-
3-
8
-1

1 

補-3-10-11 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

空
間
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個

数
(消

火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

R
-3
F
-0
5 

D
G(
A
)補

機
室
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

7
86
.
97
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

4
33
 

7
3k
g
/8
2
.5
L 

6
個
 

(
43
8
) 

6
個
 

(
43
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-3
F
-0
9 

D
G(
C
)補

機
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

2
64
.
01
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

1
46
 

7
3k
g
/8
2
.5
L 

2
個
 

(
14
6
) 

2
個
 

(
14
6
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-3
F
-1
7 

D
G(
B
)補

機
室
・
HW
H
熱
交
換
器
室
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

1
53
4
.1
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

8
44
 

1
24
k
g/
1
15
.
4L
 

7
個
 

(
86
8
) 

7
個
 

(
86
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-3
F
-1
8 

S
GT
S
室
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

7
94
.
67
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

4
38
 

9
1k
g
/1
1
5.
4
L 

5
個
 

(
45
5
) 

5
個
 

(
45
5
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-3
F
-2
0 

MS
ト

ン
ネ
ル
室
空
調
機
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

3
40
.
54
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

1
08
.
98
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

3
個
 

(
15
0
) 

3
個
 

(
15
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-M
4
F-
0
3 

北
側

FM
CR
D
制
御
盤
室
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

7
86
.
16
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

4
33
 

7
3k
g
/8
2
.5
L 

6
個
 

(
43
8
) 

6
個
 

(
43
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-M
4
F-
0
9 

D
G(
C
)/
Z
送
風
機
室
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

2
37
.
08
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

1
31
 

6
6k
g
/8
2
.5
L 

2
個
 

(
13
2
) 

2
個
 

(
13
2
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-M
4
F-
1
2 

D
G(
B
)/
Z
送
風
機
室
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

2
70
.
03
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

1
49
 

7
5k
g
/8
2
.5
L 

2
個
 

(
15
0
) 

2
個
 

(
15
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-M
4
F-
1
3 

南
側

FM
CR
D
制
御
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

9
19
.
97
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

2
94
.
40
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

6
個
 

(
30
0
) 

6
個
 

(
30
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
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補
-
3-
8
-1

2 

補-3-10-12 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

空
間
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個

数
(消

火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

R
-4
F
-0
2
A 

R
-4
F
-0
2
B 

A
SD
(
A)
/Z

送
風
機
室
，
 

AM
バ

ッ
テ
リ
ー
室
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

2
01
1
.2
5 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

 
1
10
7 

1
26
k
g/
1
15
.
4L
 

9
個
 

(
11
3
4)
 

9
個
 

(
11
3
4)
 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-4
F
-0
3 

D
G(
C
)/
Z
排
風
機
室
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

4
09
.
08
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

2
25
 

7
5k
g
/8
2
.5
L 

3
個
 

(
22
5
) 

3
個
 

(
22
5
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-4
F
-0
9
A 

A
SD
(
B)
/Z

送
風
機
室
 

H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

1
21
3
.0
4 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

6
68
 

1
15
k
g/
1
15
.
4L
 

6
個
 

(
69
0
) 

6
個
 

(
69
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

T
-B
2
F-
0
2 

T
-B
M
2F
-
02
 

R
CW

配
管

室
（

T/
B
 

B2
F
 

北

東
）

，
 

R
FP
T
主
油
タ
ン
ク

(A
)室

前
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

1
91
8
.6
2 

（
開

口
面
積

0
.1
3
75

㎡
）
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

＋
開

口
面
積

×
2.
4 

6
14
.
29
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

13
個

 

(
65
0
) 

13
個

 

(
65
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

T
-B
2
F-
2
0 

R
CW

配
管
室
（

T/
B 

B2
F 

南
東
） 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

1
88
4
.5
4 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

6
03
.
06
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

13
個

 

(
65
0
) 

13
個

 

(
65
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

T
-B
2
F-
2
6 

I
A・

SA
空
調
機
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

1
89
.
35
 

（
開

口
面
積

0
.0
4
㎡

）
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

＋
開

口
面
積

×
2.
4 

6
0.
6
96
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

2
個
 

(
10
0
) 

2
個
 

(
10
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

H
-B
2
F-
0
3 

T
CW

ポ
ン
プ
・
熱
交
換
器
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

4
72
7
.6
5 

（
開

口
面
積

0
.3
2
㎡

）
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

＋
開

口
面
積

×
2.
4 

1
51
3
.6
1
8 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

31
個

 

(
15
5
0)
 

31
個

 

(
15
5
0)
 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

H
-B
2
F-
0
9 

C
系

RC
W
ポ
ン
プ
・
熱
交
換
器
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

3
06
1
.1
1 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

9
79
.
56
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

20
個

 

(
10
0
0)
 

20
個

 

(
10
0
0)
 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

H
-B
2
F-
0
9B
 

 
H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

4
00
.
69
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

2
21
 

7
7k
g
/1
1
5.
4
L 

3
個
 

(
23
1
) 

3
個
 

(
23
1
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
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補
-
3-
8
-1

3 

補-3-10-13 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

空
間
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個

数
(消

火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

H
-B
2
F-
1
0 

配
管

室
（

T/
B 

B2
F 

北
西
）
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

6
2.
5
2 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

2
0.
0
1 

2
5k
g
/2
4
.0
L 

1
個
 

(
25
) 

1
個
 

(
25
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

H
-B
1
F-
0
1 

 
H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

6
95
.
2 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

3
83
 

9
9k
g
/1
1
5.
4
L 

4
個
 

(
39
6
) 

4
個
 

(
39
6
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

H
-B
1
F-
0
4 

B
系

RC
W
ポ
ン
プ
・
熱
交
換
器
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

4
99
5
.9
8 

（
開

口
面
積

4
.1
4
㎡

）
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

＋
開

口
面
積

×
2.
4 

1
60
8
.6
5
6 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

33
個

 

(
16
5
0)
 

33
個

 

(
16
5
0)
 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

H
-B
1
F-
0
9 

A
系

RC
W
ポ
ン
プ
・
熱
交
換
器
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

3
78
1
.9
 

（
開

口
面
積

3
.0
3
㎡

）
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

＋
開

口
面
積

×
2.
4 

1
21
7
.4
8
2 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

25
個

 

(
12
5
0)
 

25
個

 

(
12
5
0)
 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

H
-B
1
F-
1
0 

C
系

RS
W
ポ
ン
プ
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

5
50
.
67
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

1
76
.
22
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

4
個
 

(
20
0
) 

4
個
 

(
20
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

H
-1
F
-0
2 

 
H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

7
46
.
52
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

4
11
 

1
07
k
g/
1
15
.
4L
 

4
個
 

(
42
8
) 

4
個
 

(
42
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

C
-B
2
F-
0
1 

7
号

機
HE
CW

冷
凍
機

(B
)(
D)
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

6
26
.
96
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

2
00
.
63
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

5
個
 

(
25
0
) 

5
個
 

(
25
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

C
-B
2
F-
0
2 

7
号

機
HE
CW

冷
凍
機

(A
)(
C)
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

6
12
.
75
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

1
96
.
08
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

4
個
 

(
20
0
) 

4
個
 

(
20
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

C
-B
2
F-
0
3 

7
号

機
常
用
電
気
品
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

6
60
9
.9
4 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

2
11
5
.1
9 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

43
個

 

(
21
5
0)
 

43
個

 

(
21
5
0)
 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
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補
-
3-
8
-1

4 

補-3-10-14 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

空
間
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個

数
(消

火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

C
-B
1
F-
0
1 

7
号

機
C/
B
計
測
制
御
電
源
盤
区

域
(C
)送

風
機
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

1
45
8
.9
2 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

4
66
.
86
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

10
個

 

(
50
0
) 

10
個

 

(
50
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

C
-B
1
F-
0
2 

C
-B
1
F-
0
6 

  
H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

8
17
.
97
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

4
50
 

9
6k
g
/1
1
5.
4
L 

5
個

 

(
48
0
) 

6
個

＊
3 

(
57
6
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

C
-B
1
F-
0
3 

C
-B
1
F-
0
7 

 
H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

6
52
.
81
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

3
60
 

9
6k
g
/1
1
5.
4
L 

4
個

 

(
38
4
) 

5
個

＊
3 

(
48
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

C
-B
1
F-
0
4 

C
-B
1
F-
0
8 

 
H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

9
32
.
03
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

5
13
 

9
6k
g
/1
1
5.
4
L 

6
個

 

(
57
6
) 

7
個

＊
3 

(
67
2
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

   
 

注
記

＊
3 
：
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
は
，

96
kg
/
11
5
.4
L×

8
個
の
ボ
ン
ベ
を
兼
用
す
る
。
 

 
 
 
 
 

制
御
盤

に
よ
り

5
個
若
し
く
は

，
6
個
，

7
個
，

8
個

の
ボ
ン

ベ
を
起

動
す

る
。
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補
-
3-
8
-1

5 

補-3-10-15 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

空
間
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個

数
(消

火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

C
-B
1
F-
0
5 

C
-B
1
F-
0
9 

  
H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

1
17
1
.9
5 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

6
45
 

9
6k
g
/1
1
5.
4
L 

7
個

 

(
67
2
) 

8
個

＊
3 

(
76
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

C
-B
1
F-
1
1A
 

7
号

機
ケ
ー
ブ
ル
処
理
室

A 
H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

2
29
.
04
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

1
26
 

6
3k
g
/8
2
.5
L 

2
個
 

(
12
6
) 

2
個
 

(
12
6
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

C
-B
1
F-
1
1B
 

7
号

機
ケ
ー
ブ
ル
処
理
室

B 
H
FC
2
27

e
a 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

3
73
.
05
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
55
 

2
06
 

6
9k
g
/8
2
.5
L 

3
個
 

(
20
7
) 

3
個
 

(
20
7
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

C
-1
F
-0
1 

7
号

機
C/
B
計
測
制
御
電
源
盤
区

域
(B
)送

風
機
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

7
36
.
61
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

2
35
.
73
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

5
個
 

(
25
0
) 

5
個
 

(
25
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

C
-1
F
-0
2 

7
号

機
MC
R
再
循
環
フ
ィ
ル
タ
装

置
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

5
27
.
78
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

1
68
.
89
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

4
個
 

(
20
0
) 

4
個
 

(
20
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

C
-1
F
-0
3 

ト
レ

イ
室
，
ダ
ク
ト
室
（
南
側
）
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

4
76
.
7 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

1
52
.
58
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

4
個
 

(
20
0
) 

4
個
 

(
20
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

C
-1
F
-0
6 

ト
レ

イ
室
，
ダ
ク
ト
室
（
北
側
）
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

2
49
.
38
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

7
9.
8
3 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

2
個
 

(
10
0
) 

2
個
 

(
10
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

C
-2
F
-0
1 

7
号

機
MC
R
送
風
機
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

1
90
7
.7
5 

（
開

口
面
積

0
.1
8
㎡

）
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

＋
開

口
面
積

×
2.
4 

6
10
.
49
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

13
個

 

(
65
0
) 

13
個

 

(
65
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

    
 

注
記

＊
3 
：
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
は

，
96
kg
/1
1
5.
4
L×

8
個

の
ボ
ン
ベ
を
兼
用
す
る
。
 

 
 
 
 
 

制
御
盤

に
よ
り

5
個
若
し
く
は

，
6
個
，

7
個
，

8
個

の
ボ
ン

ベ
を
起

動
す

る
。
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補
-
3-
8
-1

6 

補-3-10-16 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

空
間
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個

数
(消

火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

R
W-
B
3F
-
16
 

使
用

済
樹

脂
デ

カ
ン

ト
ポ

ン
プ

室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

1
07
.
36
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

3
4.
3
6 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

1
個
 

(
50
) 

1
個
 

(
50
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
W-
B
3F
-

2
2A
 

7
号

機
，

6
号
機
復
水
移
送
ポ
ン

プ
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

9
27
.
68
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

2
96
.
86
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

6
個
 

(
30
0
) 

6
個
 

(
30
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
W-
B
3F
-
25
 

R
W/
B
地
下

3
階
通
路
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

1
74
5
.8
5 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

5
58
.
68
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

12
個

 

(
60
0
) 

12
個

 

(
60
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
W-
B
2F
-
04
 

R
W-
B
1F
-
08
 

配
管

室
(R
W/
B 

B2
F 

北
東

)，
 

配
管

室
(R
W/
B 

B1
F 

北
西

) 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

2
60
2
.7
8 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

8
32
.
9 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

17
個

 

(
85
0
) 

17
個

 

(
85
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
W-
B
1F
-
09
 

R
W/
B
地
下

1
階
通
路

(B
) 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

1
05
5
.9
1 

 
防

護
空

間
体

積
×

0.
32
 

3
37
.
9 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

7
個
 

(
35
0
) 

7
個
 

(
35
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
W-
B
1F
-
13
 

RW
電

気
品
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

1
57
7
.7
1 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

5
04
.
87
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

11
個

 

(
55
0
) 

11
個

 

(
55
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-B
3
F-
2
6 

配
管

室
（

R/
B 

B3
F 

北
西
）
，

R
W/
B
～

C/
B

間
配

管
ト

レ
ン

チ

（
B）

 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

1
58
7
.1
1 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

5
07
.
88
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

11
個

 

(
55
0
) 

11
個

 

(
55
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-B
2
F-
2
1 

配
管

室
・

連
絡

ト
レ

ン
チ

（
R/
B 

B
2F
）
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

1
16
7
.6
3 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

3
73
.
65
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

8
個
 

(
40
0
) 

8
個
 

(
40
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
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補
-
3-
8
-1

7 

補-3-10-17 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

空
間
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個

数
(消

火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

R
w-
1
F-
1
3 

6
号

機
，
7
号
機

 
MG

電
気
品
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

1
30
5
.1
7 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

4
17
.
66
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

9
個
 

(
45
0
) 

9
個
 

(
45
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
w-
B
1F
-
15
 

R
W/
B～

C
/B

間
ク
リ
ー
ン
ア
ク
セ

ス
通

路
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

1
53
0
.5
3 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

4
89
.
77
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

10
個

 

(
50
0
) 

10
個

 

(
50
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

C
-1
F
-1
1 

6
号

機
C/
B
計
測
制
御
電
源
盤
区

域
(B
)送

・
排
風
機
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

4
91
.
16
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

1
57
.
18
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

4
個
 

(
20
0
) 

4
個
 

(
20
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
w-
B
2F
-
07
 

6
号

機
 
HN
CW

冷
凍
機
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

小
空

間
固

定
式

消
火

設
備
 

2
99
6
.0
6 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

9
58
.
74
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

20
個

 

(
10
0
0)
 

20
個

 

(
10
0
0)
 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
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補
-
3-
8
-1

8 

補-3-10-18 

第
4-
2-
3
表
 
電
源
盤
・
制
御
盤
消
火
設
備
の
消
火
剤
必
要

量
 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

空
間
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤

必
要

量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置

個
数

(消
火
剤
設

置
量

(k
g
))
 

適
用
法
令
等
 

R
-3
F
-0
1 

M
CC

盤
7A
-2

-1
 

F
K-
5
-

1
-1
2 

電
源

盤
・

制
御

盤
消

火
設
備
 

7
.2
 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験

結
果
 

R
-3
F
-0
1 

M
CC

盤
7B
-2

-1
 

F
K-
5
-

1
-1
2 

電
源

盤
・

制
御

盤
消

火
設
備
 

7
.2
 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験

結
果
 

R
-2
F
-0
1 

M
CC

盤
7S
A-
1 

F
K-
5
-

1
-1
2 

電
源

盤
・

制
御

盤
消

火
設
備
 

8
.1
 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験

結
果
 

R
-2
F
-0
1 

M
CC

盤
7S
B-
1 

F
K-
5
-

1
-1
2 

電
源

盤
・

制
御

盤
消

火
設
備
 

8
.1
 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験

結
果
 

R
-1
F
-0
1
B 

C
UW
/
FP
C
制
御
盤
 

F
K-
5
-

1
-1
2 

電
源

盤
・

制
御

盤
消

火
設
備
 

1
6.
5
6 

   

 
 

―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証
試

験

結
果
 

 

        
 

注
記

＊
4 
：
電

源
盤
・

制
御
盤
消
火
設
備

の
消
火
剤

必
要
量

に
つ
い

て
は
検

証
試

験
結

果
に

よ
り
設

定
し
て

い
る
。
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補
-
3-
8
-1

9 

補-3-10-19 

 

第
4-
2-
4
表
 
SL
C
ポ
ン
プ
・
CR
D
ポ
ン
プ
局
所
消
火
設
備
の
消
火

剤
必
要
量
 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

空
間
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤

必
要

量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置

個
数

(消
火
剤
設

置
量

(k
g
))
 

適
用
法
令
等
 

R
-3
F
-0
1 

S
LC

ポ
ン
プ

(A
) 
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

S
LC

ポ
ン

プ
・

C
RD

ポ
ン

プ
 

局
所

消
火
設

備
 

2
5.
6
5 

・
体

積
法
 

防
護

空
間
体

積
×
（

X－

Y×
（

a/
A）

）
×

1.
25
 

単
位
体
積

当
り
の

消
火
係

数

（
ハ
ロ
ン

13
0
1
）
：
X
値

4.
0,

Y
値

3.
0
 

a/
A：

防
護
対
象
物

0.
6m

以

内
に
壁
が

な
い
た
め

0
 

ハ
ロ
ン

13
01

の
係
数
：

1.
25

 

 

1
29
 

7
0k
g
/7
0
L 

2
個

 

(
14
0
) 

2
個
 

(
14
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-3
F
-0
1 

S
LC

ポ
ン
プ

(B
) 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

S
LC

ポ
ン

プ
・

C
RD

ポ
ン

プ
 

局
所

消
火
設

備
 

2
5.
6
5 

・
体

積
法
 

防
護

空
間
体

積
×
（

X－

Y×
（

a/
A）

）
×

1.
25
 

単
位
体
積

当
り
の

消
火
係

数

（
ハ
ロ
ン

13
0
1
）
：
X
値

4.
0,

Y
値

3.
0
 

a/
A：

防
護
対
象
物

0.
6m

以

内
に
壁
が

な
い
た
め

0
 

ハ
ロ
ン

13
01

の
係
数
：

1.
25

 

 

1
29
 

7
1k
g
/7
0
L 

2
個

 

(
14
2
) 

2
個
 

(
14
2
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
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補
-
3-
8
-2

0 

補-3-10-20 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

空
間
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤

必
要

量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置

個
数

(消
火
剤
設

置
量

(k
g
))
 

適
用
法
令
等
 

R
-B
3
F-
2
5 

C
RD

ポ
ン
プ

(A
) 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

S
LC

ポ
ン

プ
・

C
RD

ポ
ン

プ
 

局
所

消
火
設

備
 

4
8.
3
6 

・
体

積
法
 

防
護

空
間
体

積
×
（

X－

Y×
（

a/
A）

）
×

1.
25
 

単
位
体
積

当
り
の

消
火
係

数

（
ハ
ロ
ン

13
0
1
）
：
X
値

4.
0,

Y
値

3.
0
 

a/
A：

防
護
対
象
物

0.
6m

以

内
に
壁
が

な
い
た
め

0
 

ハ
ロ
ン

13
01

の
係
数
：

1.
25

 

 

2
42
 

6
7k
g
/7
0
L 

4
個

 

(
26
8
) 

4
個
 

(
26
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
 

R
-B
3
F-
2
5 

C
RD

ポ
ン
プ

(B
) 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

S
LC

ポ
ン

プ
・

C
RD

ポ
ン

プ
 

局
所

消
火
設

備
 

4
8.
3
6 

・
体

積
法
 

防
護

空
間
体

積
×
（

X－

Y×
（

a/
A）

）
×

1.
25
 

単
位
体
積

当
り
の

消
火
係

数

（
ハ
ロ
ン

13
0
1
）
：
X
値

4.
0,

Y
値

3.
0
 

a/
A：

防
護
対
象
物

0.
6m

以

内
に
壁
が

な
い
た
め

0
 

ハ
ロ
ン

13
01

の
係
数
：

1.
25

 

 

2
42
 

6
7k
g
/7
0
L 

4
個

 

(
26
8
) 

4
個
 

(
26
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
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補
-
3-
8
-2

1 

補-3-10-21 

第
4-
2-
5
表
 
ケ
ー
ブ
ル
ト
レ
イ
消
火
設
備
の
消
火
剤
必
要

量
 

火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤
種
類
 

消
火
設
備
 

防
護

空

間
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-4
F
-①

-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.3
0
2 

0
.2
1
6 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-4
F
-①

-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.4
1
8 

0
.3
6
0 

 

 
 

―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-4
F
-①

-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.2
0
2 

0
.2
1
6 

 
 

 
―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-M
4
F-
①
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.7
2
9 

0
.5
0
4 

 
 

 
―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-M
4
F-
②
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.6
8
9 

0
.5
0
4 

 
 

 
―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-①

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.2
4
3 

0
.1
0
8 

 
 

 
―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-②

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

3
.1
4
5 

0
.4
3
2 

 
 

 
―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-③

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.3
0
7 

0
.5
0
4 

 
 

 
―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-④

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.4
6
0 

0
.3
8
7 

 
 

 
―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑤

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.4
1
3 

0
.7
2
0 

 
 

 
―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
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補
-
3-
8
-2

2 

補-3-10-22 

 

火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤
種
類
 

消
火
設
備
 

防
護

空

間
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-3
F
-⑥

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.7
8
5 

0
.2
1
6 

 

 
 

―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑦

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.2
2
3 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑧

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.5
9
9 

0
.3
6
0 

 
 

 
―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑨

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.2
2
5 

0
.2
5
2 

 
 

 
―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑩

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.1
6
5 

0
.5
4
0 

 
 

 
―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑪

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.7
6
4 

0
.2
1
6 

 
 

 
―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑫

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.2
4
5 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑬

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.5
5
6 

0
.3
6
0 

 
 

 
―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑭

-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.4
6
2 

0
.2
4
0 

 
 

 
―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑭

-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.4
6
2 

0
.2
4
0 

 
 

 
―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
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補
-
3-
8
-2

3 

補-3-10-23 

 

火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤
種
類
 

消
火
設
備
 

防
護

空

間
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-3
F
-⑮

-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.3
3
2 

0
.1
2
6 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑮

-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.2
1
1 

0
.1
0
8 

 

 
 

―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑮

-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.3
3
2 

0
.1
6
2 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑮

-4
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.3
5
1 

0
.1
8
0 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-M
4
F-
③
-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.8
8
3 

0
.1
0
8 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-M
4
F-
③
-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.8
8
3 

0
.1
0
8 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-M
4
F-
③
-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.8
8
3 

0
.1
0
8 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-①

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.1
2
0 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-②

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.0
0
2 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-③

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.5
2
5 

0
.2
1
5 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
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補
-
3-
8
-2

4 

補-3-10-24 

 

火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤
種
類
 

消
火
設
備
 

防
護

空

間
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-2
F
-④

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.0
2
4 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑤

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.3
7
3 

0
.4
3
2 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑥

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.9
5
9 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑦

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.3
7
1 

0
.1
4
4 

 

 
 

―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑧

-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

3
.4
5
6 

0
.0
0
0 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑧

-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

3
.4
5
6 

0
.0
0
0 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑧

-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

3
.4
5
6 

0
.0
0
0 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑨

-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.3
6
2 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑨

-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.3
6
2 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑨

-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.3
6
2 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
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補
-
3-
8
-2

5 

補-3-10-25 

 

火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤
種
類
 

消
火
設
備
 

防
護

空

間
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-2
F
-⑩

-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.3
8
3 

0
.4
3
2 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑩

-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.3
8
3 

0
.4
3
2 

 

 
 

―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑩

-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.3
8
3 

0
.4
3
2 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑪

-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.9
4
4 

0
.0
0
0 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑪

-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.9
4
4 

0
.0
0
0 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑪

-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.9
4
4 

0
.0
0
0 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑫

-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.9
0
0 

0
.1
2
0 

 

 
 

―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑫

-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.2
5
2 

0
.1
2
0 

 

―
 

R
-2
F
-⑬

-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.9
0
0 

0
.1
2
0 

 

 
 

―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑬

-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.2
5
2 

0
.1
2
0 
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補
-
3-
8
-2

6 

補-3-10-26 

 

火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤
種
類
 

消
火
設
備
 

防
護

空

間
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-2
F
-⑭

-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.9
0
0 

0
.1
2
0 

 

 
 

―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑭

-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.2
5
2 

0
.1
2
0 

 

―
 

R
-1
F
-①

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.4
5
4 

0
.1
3
5 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-②

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.6
2
6 

0
.1
0
8 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-③

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.0
5
0 

0
.0
7
2 

 
 

 
―

 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-④

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.9
2
1 

0
.1
0
8 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑤

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.3
6
1 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑥

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.9
6
9 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑦

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.9
1
7 

0
.2
8
8 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑧

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.3
0
3 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
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補
-
3-
8
-2

7 

補-3-10-27 

 

火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤
種
類
 

消
火
設
備
 

防
護

空

間
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-1
F
-⑨

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.7
8
8 

0
.4
3
2 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑩

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.2
3
7 

0
.1
0
8 

 

 
 

―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑪

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.4
7
8 

0
.1
0
8 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑫

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.1
4
3 

0
.1
3
5 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑬

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.9
2
5 

0
.0
7
2 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑭

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.9
0
9 

0
.0
7
2 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑮

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.1
5
8 

0
.5
7
6 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑯

-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.4
1
8 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑯

-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.4
1
8 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑯

-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.4
1
8 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
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補
-
3-
8
-2

8 

補-3-10-28 

 

火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤
種
類
 

消
火
設
備
 

防
護

空

間
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-B
1
F-
①
-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.7
2
0 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
1
F-
①
-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.7
2
0 

0
.1
4
4 

 

 
 

―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
1
F-
①
-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.7
2
0 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
1
F-
②
-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.7
6
3 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
1
F-
②
-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.7
6
3 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
1
F-
③
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.8
2
0 

0
.2
8
8 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
1
F-
④
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.4
2
5 

0
.2
8
8 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
1
F-
⑤
-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.6
3
9 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
1
F-
⑤
-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.6
3
9 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
1
F-
⑤
-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.6
3
9 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
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補
-
3-
8
-2

9 

補-3-10-29 

 

火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤
種
類
 

消
火
設
備
 

防
護

空

間
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-B
1
F-
⑤
-4
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.6
3
9 

0
.1
4
4 

 

 
 

―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
1
F-
⑥
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.9
7
9 

0
.2
8
8 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
1
F-
⑦
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.0
4
4 

0
.2
8
8 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
①
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.4
1
6 

0
.7
2
0 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
②
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.6
2
0 

0
.1
0
8 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
③
-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.2
8
5 

0
.0
7
2 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
③
-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.2
8
5 

0
.0
7
2 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
④
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.2
0
3 

0
.1
0
8 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑤
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.4
2
9 

0
.0
7
2 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑥
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.1
5
2 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
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補
-
3-
8
-3

0 

補-3-10-30 

 

火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤
種
類
 

消
火
設
備
 

防
護

空

間
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-B
2
F-
⑦
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.1
8
1 

0
.1
4
4 

 

 
 

―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑧
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.2
5
6 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑨
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.0
7
2 

0
.0
7
2 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑩
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.1
5
2 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑪
-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.6
8
1 

0
.2
8
8 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑪
-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.6
8
1 

0
.2
8
8 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑪
-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

2
.6
8
1 

0
.2
8
8 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑫
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.6
1
4 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑬
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.7
0
7 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑭
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

1
.1
5
2 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
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補
-
3-
8
-3

1 

補-3-10-31 

 

火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤
種
類
 

消
火
設
備
 

防
護

空

間
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-B
2
F-
⑮
-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.1
2
6 

0
.0
7
2 

 

 
 

―
 

 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑮
-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.1
1
5 

0
.0
7
2 

 

―
 

R
-B
2
F-
⑯
-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.1
0
8 

0
.0
7
2 

 

 
 

―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑯
-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.0
9
4 

0
.0
7
2 

 

―
 

R
-B
3
F-
①
-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

3
.0
6
6 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
3
F-
①
-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

3
.0
6
6 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
3
F-
①
-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

3
.2
9
1 

0
.3
2
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
3
F-
②
-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

3
.1
0
1 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
3
F-
②
-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

3
.1
0
1 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
3
F-
②
-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

3
.1
0
1 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
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補
-
3-
8
-3

2 

補-3-10-32 

 

火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤
種
類
 

消
火
設
備
 

防
護

空

間
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-B
3
F-
③
-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

3
.2
3
5 

0
.1
4
4 

 

 
 

―
 

 
メ

ー
カ

に
よ

る
検

証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
3
F-
③
-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

3
.2
3
5 

0
.1
4
4 

 
 

 
―

 
 

メ
ー

カ
に

よ
る

検
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
3
F-
③
-3
 

F
K-
5
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。
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第
4-
2-
6
表
 

5
号
機
原
子
炉
建
屋
内
緊
急
時
対
策
所
消
火
設
備
の
消
火
剤
必
要
量
 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

空
間
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個

数
(消

火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

K
5T
S
C-
3
F-

0
3 

A
系

計
装
用
電
源
室
 

ハ
ロ

ン

1
30
1 

5
号

機
原

子
炉

建
屋

内
緊

急
時

対
策

所
消

火
設

備
 

1
49
8
.0
 

防
護

空
間
体

積
×

0.
32
 

4
79
.
36
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

10
個

 

(
50
0
) 

10
個

 

(
50
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
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5T
S
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3
F-

0
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階
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室
（
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西
）
前
室
 

ハ
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1
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号
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原

子
炉

建
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内
緊
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時

対
策
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消

火
設

備
 

6
41
.
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護

空
間

体
積

×
0.
32

＋
開

口
面
積

×
2.
4 

2
06
.
56
 

5
0k
g
/6
8
.0
L 

5
個
 

(
25
0
) 

5
個
 

(
25
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
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第
4-

2-
7
表
 
中
央
制
御
室
床
下
フ
リ
ー
ア
ク
セ
ス
フ
ロ
ア
消
火
設
備
の
消
火
剤
必
要
量

 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
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設

備
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体
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消
火
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出
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消
火

剤
必

要
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）
 

ボ
ン
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容
量
 

(1
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あ
た
り
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消
防
法
上
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ボ
ン
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g
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置
個
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設
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g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

中
央
制
御

室
床

下
 

フ
リ
ー
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ク
セ

ス
フ

ロ
ア

 
（

D
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-Ⅰ
+
 常

用
系

）
 

ハ
ロ
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1
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中
央
制

御
室
床

下
フ
リ

ー
ア
ク

セ
ス
フ

ロ
ア
消

火
設
備

 

2
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.
0 

0 
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1
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中
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室

床
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フ

リ
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ス
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ロ
ア
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設
備
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火
設
備

 

3
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.
1 

0 
 

 
 

4
個
 

(
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0
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メ

ー
カ

に
よ
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検
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験
結
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注
記
＊
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御
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床
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。
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I
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Ⅲ
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フ
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系

）
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k
g/
40
L
×
6
個
の
ボ

ン
ベ
を

兼
用
す
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。
ま
た

，
動
的

機
器
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あ
る

容
器

弁
の

単
一

故
障

を
想

定
し

，
消

火
濃

度
を

満
足

 
 

 
 
 

 
す
る

た
め

に
必

要
な

本
数

以
上

の
ボ

ン
ベ
を

設
置
す

る
設
計

と
す
る

。
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補足説明資料 3－11 

可燃物管理により火災荷重を低く管理することで，煙の発生 

を抑える火災区域又は火災区画についての管理基準 
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補-3-11-1 

1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書 5.2.2(2)a.(b)項に示す消火活動の妨げとならないよう可

燃物管理を行うことにより火災荷重を低く管理することで，煙の発生を抑える火災区域又は火災

区画についての管理基準を示すために，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

消火活動の妨げとならないよう可燃物管理を行うことにより火災荷重を低く管理することで，

煙の発生を抑える火災区域又は火災区画についての管理基準及び運用管理について以下に示す。 
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補-3-11-2 

3. 可燃物管理の考え方 

可燃物が少ない火災区域又は火災区画は，火災源となる可燃物がほとんどないこと，持込み可

燃物管理により火災荷重及び等価時間を低く抑えることから，煙の充満により消火活動が困難と

ならない場所として選定する。 

これらの火災区域又は火災区画の消火については，消火器により消火活動を行う設計とする。

なお，消火器については，消火器の技術上の規格を定める省令により，各火災源に対する消火試

験にて消火能力が定められる。 

消火活動の妨げとならないよう可燃物管理を行うことにより火災荷重を低く抑える火災区域又

は火災区画については，火災発生時には， 消火器による消火活動を実施するため，消火器の消火

能力が，可燃物の発熱量に対して十分であることの観点から，発熱量を基準に可燃物管理する。 

また，可燃物の等価時間は，消火活動開始までの時間と火災源の燃焼の継続時間が関係するた

め，消火活動開始までの時間の観点から，等価時間を基準に可燃物管理する。 

 

4. 可燃物管理の管理基準 

(1) 発熱量の基準値 

消火器の消火能力は，消火器の技術上の規格を定める省令により，各火災源に対する消火試験

にて定められる一般的な 10 型粉末消火器（油火災の消火能力単位：7）について，消火能力単位

の測定試験時に用いられるガソリン火源（油火災の消火能力単位が 7の場合，燃焼表面積 1.4m2，

体積 42L）を使用している。（第 1図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 図 10 型粉末消火器（油火災の消火能力単位：7）の試験体 

消火器の技術上の規格を定める省令 
第 4 条 消火器の B 火災に対する能力単位の数値は、第二消火試験及び第三消火試験により 

    測定するものとする。 

 第 2 項 前項の第二消火試験は第一号から第四号までに定めるところにより、その判定は 

     第五号の規定により、行わなければならない。 

  第 1 号 模型は、イに掲げる形状を有するものでロに掲げる種類のうち模型の番号の数 

      値が一以上のものを 1 個用いること。 

   イ 模型の形状 

試験体のガソリンの容量は以下である。 

118.3 × 118.3 × 3 ＝ 41984.67[㎝ 3] ≑ 42[ℓ] 
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補-3-11-3 

このとき，試験体のガソリン火源の発熱量は，原子力発電所の内部火災影響評価ガイド(第

1表)より，約 1300MJ である。 

・ガソリン発熱量＝燃焼熱［kJ/kg］×密度［kg/m3］×体積［m3］ 

＝43700×740×0.042 

＝1358196［kJ］＝1358.196［MJ］ 

≒1300［MJ］ 

 

第 1 表 原子力発電所の内部火災影響評価ガイド（抜粋） 

 

したがって，10 型粉末消火器は，ガソリン火源の発熱量約 1300MJ を消火することができる。 

以上より，可燃物管理により火災荷重を低く抑える火災区域又は火災区画について，発熱量の

基準値としては，保守的に 1000MJ 以下として設定する。 

 

(2) 等価時間の基準値 

火災が発生してから消火活動を開始するまでに必要な時間は，現場での消火器による消火活

動を想定すると，中央制御室での火災感知器が発報してから，作業員が火災現場に直行するま

で，最低でも 5分～6 分程度は要すると考えられる。これより，火災源の火災等価時間が，5

分～6分程度（＝0.1 時間）以下であれば，消火活動を開始する前に，火災源が自ら鎮火する

ことになる。 

したがって，等価時間の基準値としては，0.1 時間以下として設定する。 
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補-3-11-4 

 

5. 可燃物管理の管理方法 

消火活動の妨げとならないよう可燃物管理を行うことにより火災荷重を低く抑える火災区域又

は火災区画については，可燃物管理の管理基準値として，発熱量 1000MJ 以下及び等価時間 0.1

時間以下を設定し，可燃物となる設備（油内包設備，電源盤，ケーブル等）を追加設置する場合

は，本管理基準値のいずれも超えないよう火災防護計画にて規定し，運用管理する。 
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補足説明資料 3－12 

新燃料貯蔵庫未臨界性評価について 
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補-3-12-1 

1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書 5.2.2(2)a.(b)リ項に示す新燃料貯蔵庫の未臨界性

評価についての詳細を示すために，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

  詳細を次頁以降に示す。 
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補-3-12-2 

 

3. 燃料貯蔵上の基準 

 新燃料貯蔵ラックに燃料を貯蔵する場合，燃料貯蔵上の未臨界性は貯蔵燃料間の距離を

確保すること及びステンレス鋼の中性子吸収効果によって保たれる。 

 燃料貯蔵施設は臨界未満であることが基準である。ここでは設計上の基準として，想定

される厳しい状態において実効増倍率（ｋｅｆｆ）は，0.95 以下とする。 

 なお，新燃料貯蔵ラックにおいて想定される厳しい状態は以下とする。 

 

 想定される厳しい状態 

新燃料貯蔵ラック 
・冠水（水温 65℃） 

・燃料要素がラック内で接近した状態 

 

また，燃料貯蔵ラックの製造公差を考慮し，最も結果が厳しくなる状態で評価する。 

 

 

4. 解析方法 

新燃料貯蔵庫に対する未臨界性の評価方法は，燃料要素及び貯蔵ラックを第１図に示す

二次元計算セルで代表させ，二次元３群拡散コード（ＰＤＱ相当）を用いて無限増倍率ｋ

∞及び中性子移動面積Ｍ２を求める。解析では，貯蔵燃料間の距離とステンレス鋼の中性

子吸収の効果が考慮されている。 

次に，新燃料貯蔵庫全体の実効増倍率ｋｅｆｆは，貯蔵庫の形状から幾何学的バックリン

グＢｑ２を求め，次式により計算する。 

 

ｋｅｆｆ＝ 
ｋ∞ 

１＋Ｍ２ Ｂｑ２ 

 

254



補-3-12-3 

 

なお，二次元３群拡散コードに使用する燃料要素，冷却材，構造材等の核定数は，核定

数計算コード（GAM，THERMOS 相当）より求まる高速，中速，熱群の中性子スペクトラムを

基に計算する。 

また，計算に用いる燃料集合体の炉心内装荷状態での無限増倍率は，取替え燃料を含む

現設計燃料集合体の新燃料を貯蔵しても十分安全側の評価を得るように    を仮定する。 

 

 

5. 評価結果 

 計算結果は次のとおりである。 

 

 
想定される厳しい状態 

7 号機 新燃料貯蔵ラック ｋｅｆｆ＝0.89 

 

 以上の計算は実際より厳しい条件で行ったものである。 

 すなわち，新燃料集合体の中性子無限増倍率は     と仮定しているが，実際の燃料は

以下である。 

 なお，新燃料貯蔵庫には，ドレン抜きが設けられており，実際に水がたまることはない。 

 

 

6. 結論 

新燃料貯蔵ラックは上記の結果を維持できる頑丈な構造となっており，安全側の仮定で

行った計算結果と合わせて考えると，未臨界性に対して十分な余裕があると考えられる。 
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第 1 図：7 号機新燃料貯蔵ラック寸法図（単位：mm） 
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補足説明資料 3－13 

火災感知器の種類及び配置を明示した図面 
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補-3-13-1 

1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書 5.1.2(1)b.項に示す火災感知器の種類及び配置を示すた

めに，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

火災感知器の選定においては，設置場所に対応する適切な火災感知器の種類を火災防護に関

する説明書 5.1.2(1)b.項に示す通り，消防法に準じて選定する設計とする。 

また，火災感知器の取付方法や設置個数については，消防法施行規則第 23条第 4項に基づき

設置する設計とする。 

また，火災感知器の種類や設置に関する技術的な部分については，消防設備士の確認を受

け，消防法施行規則に則り設置する設計とする。 

なお，消防認定品でない火災感知器を採用する場合，実証試験等で火災感知性能を確認して

いる。 

以下 3.項においては，火災感知器のうち，基本的な組み合わせとなるアナログ式の煙感知器

及びアナログ式の熱感知器以外の火災感知器についての種類，仕様及び感知原理等を示す。 

以下 4.項においては，各火災感知器の具体的な設置条件及び，消防法に準じて火災感知器を

設置した具体例を示す。 

以下 5.項においては，火災感知器の配置図を示す。 
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3. 基本的な組み合わせとなるアナログ式の煙感知器及びアナログ式の熱感知器以外の火災感知器

について 

 (1) 防爆型火災感知器  

蓄電池室及び燃料タンクに設置する防爆型火災感知器は，熱感知器と煙感知器であり，こ

れらの感知器の防爆性能について以下に示す。 

a. 防爆型煙感知器の概要  

防爆型煙感知器の概要を第 3-1 図に示す。動作原理は，発光回路で一定時間ごとに LED

（発光素子）に対して電流を流し発光させ，発光した光は，レンズを通して防爆容器外部

へ照射される。その光を，煙がチャンバー内に流入すると，煙に反射して散乱光を生じ

る。この散乱光を，レンズを通して受光素子が検知し，電気信号に変換し，受光回路でこ

れを検出する。受光回路で検出した信号は，マイコンで測定され，一定のレベルを越える

と火災信号を受信機へ送信する。 

 

b.  消防法の認定について  

防爆型煙感知器は，消防法認定品であり，消防法（火災報知設備の感知器および発信器に

係る技術上の規格を定める省令（昭和 56年 6月 20 日自治省令第 17号）第 17 条（光電式ス

ポット型感知器の公称蓄積時間の区分及び濃度））に定められる感知性能を満足している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 防爆型煙感知器の外形         図 煙感知器の原理 

第 3-1 図 防爆型煙感知器の概要 
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c. 防爆型熱感知器の概要  

防爆型熱感知器の概要を第 3-2 図に示す。防爆型熱感知器は，感熱素子サーミスタを

用いて熱を検出し，周囲温度が一定値以上になったときに受信機に火災信号を発する。

サーミスタは温度変化により抵抗値が変化する素子で，一定周期で電流を流してサーミ

スタの両端にかかる電圧を測定し，温度検出回路にて変換した電圧値を内部制御回路に

送り，制御回路にて一定時間内での温度上昇値を測定し，温度上昇率が設定値を超えた

場合に火災と判断し，受信機に火災信号を発する。 

防爆型熱感知器は，内部の電気回路に可燃性ガスなどが侵入し，爆発が生じても，爆

発による可燃が外部の可燃性ガス等に点火しないよう，全閉の構造となっていることか

ら，防爆性能（耐圧防爆構造＊）を有する。 

 

＊：耐圧防爆構造（「電気機器器具防爆構造規格」労働省告示第 16 条） 

全閉構造であって，可燃性ガス（以下「ガス」という。）又は引火性の蒸気（以下

「蒸気」という。）が容器内部に侵入して爆発を生じた場合に，当該容器が爆発圧

力に耐え，かつ，爆発による火災が当該容器の外部のガス又は蒸気に点火しないよ

うにしたものをいう。 

 

d.  消防法の認定について  

防爆型熱感知器は，消防法認定品であり，消防法（火災報知設備の感知器および発信

器に係る技術上の規格を定める省令（昭和 56 年 6月 20 日自治省令第 17 号）第 14 条

（定温式感知器の公称作動温度の区分および感度））に定められる感知性能を満足して

いる。 
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図 熱感知器（接点式）の原理 

 

  

 

 

 

 

 

 

保護カバーを設置した耐圧防爆構造となっている 

 

図 防爆型熱感知器の外形 

 

 

 

第 3-2 図 防爆型熱感知器の概要 
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(2)光電分離型煙感知器 

a. 光電分離型煙感知器の概要 

光電分離型煙感知器の概要を第 3-3 図に示す。光電分離型煙感知器は，光を発する送光

部とそれを受ける受光部を 5m～100m の距離に対向設置し,この光路上を煙が遮ったときの受

光量の変化で火災を検出する。そのため，大空間での広く拡散した煙を検知することができ

る。光電分離型煙感知器の取付概要を第 3-4 図に示す。原子炉建屋オペレーティングフロア

に設置する。消防法施行規則第 23条（自動火災報知設備の感知等）より,感知器の光軸の高

さが 80 パーセント以上となるように設置する。 

 

ｂ.  消防法の認定について  

光電分離型煙感知器は，消防法認定品であり，消防法（火災報知設備の感知器および発信

器に係る技術上の規格を定める省令（昭和 56 年 6月 20 日自治省令第 17 号）第 17 条の 2

（光電式分離型感知器の公称蓄積時間の区分，公称監視距離の区分及び感度））に定められ

る感知性能を満足している。 

 

第 3-3 図 光電分離型煙感知器の概要 

 

第 3-4 図 光電分離型煙感知器の取付概要 
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 (3)煙吸引式検出設備 

  a. 煙吸引式検出設備の概要 

高線量区域で使用する煙吸引式検出設備の概要を第 3-5-1 図に示す。煙吸引式検出設備

の感知原理は，一般的なアナログ式煙感知器と同様に，光による散乱光方式を用いて火災感

知する。高線量区域にて発生する火災の煙を,ファンユニットにて煙吸引式検出設備に取り

込む。感知器内部の発光素子の光が，火災の煙流入により散乱することで煙を感知する。 

煙吸引式検出設備は，アナログ式煙感知器と吸引装置を組み合わせた構成となっている

ため，平常時の状況(温度，煙の濃度)を監視し，火災現象(急激な温度や煙の濃度上昇)を把

握することが可能であり，設定した煙の濃度にて警報を発する設計とする。 

煙吸引式検出設備の故障時は，中央制御室に異常の警報を発する設計としており，万

一，片方のセンサが故障しても 1ラインに 2個の煙センサを並列に設置することで検知が可

能な設計とする。さらに，ファンユニット内にファンを 2個設置することで，片方のファン

が故障しても検知が可能な設計とする 

また，煙吸引配管については，損傷等していないことを定期的に保守管理することを定

め，煙吸引式検出装置を監視エリアの近傍に設置することで，監視エリア外における煙吸引

配管の損傷リスクを可能な限り低減する設計とする。 

高線量区域で使用する煙吸引式検出設備の仕様を第 3-1-1 表に示す。 

高湿度環境で使用する煙吸引式検出設備の概要を第 3-5-2 図に示す。煙吸引式検出設備

の感知原理は，高湿度環境にて発生する火災の煙を,煙吸引式感知ユニットに内蔵したファ

ンにより煙吸引式感知ユニットに取り込む。煙吸引式感知ユニット内部の発光素子の光が，

火災の煙流入により散乱することで煙を感知する。 

煙吸引式検出設備は，煙吸引式感知ユニットを 5個，煙吸引式感知ユニットに電源を供

給し，煙吸引式感知ユニットからの信号を受けて中央制御室へ異常の警報を発する現地制御

盤が 1個を組み合わせた構成となっている。 

高湿度環境で使用する煙吸引式検出設備の仕様を第 3-1-2 表に示す。 

 

b.  消防法の認定について 

高線量区域で使用する煙吸引式検出設備及び高湿度環境で使用する煙吸引式検出設備は，

消防法認定品ではないが，消防法（火災報知設備の感知器および発信器に係る技術上の規格

を定める省令（昭和 56年 6 月 20 日自治省令第 17号）第 17条（光電式スポット型感知器の

公称蓄積時間の区分及び濃度））に定められる作動式分布型感知器の 2 種相当の感知性能を

有していることを確認している。 
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第 3-5-1 図 高線量区域で使用する煙吸引式検出設備の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3-5-2 図 高湿度環境で使用する煙吸引式検出設備の概要 

 

※ファンは２台設置している。 

吸煙口 

ファンユニット※ 排気 

高線量区域 

煙吸引配管×3ライン 

煙吸引式検出装置 

(アナログ式煙感知器内臓) 
中央制御室 

火災受信盤 

火災信号 

警戒区域① 警戒区域② 警戒区域③ 警戒区域④ 警戒区域⑤ 

30m 以内 

15m 以下 15m 以下 

30m 以内 

15m 以下 15m 以下 

30m 以内 

15m 以下 15m 以下 

30m 以内 

15m 以下 15m 以下 

30m 以内 

15m 以下 15m 以下 

現地制御盤 

煙吸引式 
感知ユニット 

（光電式煙感知器 2種相当） 

1 ライン最大 40m 以下 

吸気口 

排気口 
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第 3-1-1 表 高線量区域で使用する煙吸引式検出設備の仕様 

項目 仕様 

検知可能ライン数 3 ライン（二重化のため，3（検知ライン）×2） 
火災警報設定値 5%/m （検知部濃度） 
煙濃度表示 0～25%/m 吸引中の煙濃度を盤面に表示 

煙検知濃度 
10%/ライン  
吸煙口 2個の場合は各吸煙口の濃度が 10%で検知 
(光電式スポット型感知器 2種相当) 

検知時間 
吸煙口から煙吸引式検出装置までの煙の検知時間に遅れがないよう，
1分以内に早期に火災を検知する設計 

フィルター 多孔質金属（材質：Ni-Cr，孔径：1.3mm 以下） 
吸煙配管サイズ 20A（鋼管），最大 40m/ライン 
吸煙配管長さ 最大 1ライン 40m 以下 

吸煙口 
設置可能数 6箇所（1ライン 2箇所以下） 
設置高さ 原則として天井面より 0.3m 以下 

煙検知原理 近赤外線による散乱光方式 
ファンユニット ファン 2台による交互運転 
吐出配管サイズ 65A（鋼管） 

警報 排気ファン異常，センサ異常，スイッチ位置異常 

電源盤 無停電電源装置内蔵 

安全対策 

・1 ラインに 2 個の煙センサを並列に設置することで片方のセンサが
故障しても検知可能な設計とする。 
・ファンユニット内にファンを 2個設置することで，片方のファンが
故障しても検知可能な設計とする。 

 

 

 

第 3-1-2 表 高湿度環境で使用する煙吸引式検出設備の仕様 

項目 仕様 
検知器ユニット接続数 1 台の現地制御盤で，5台 

火災警報設定値 
火災警報   10%/m，5%/m 濃度 10秒間平均値以上 
プレアラーム 5%/m 

煙濃度表示 赤色 LED 点滅･･･プレアラーム，赤色 LED 点灯･･･火災警報 

煙検知濃度 
煙吸引式感知ユニット 5%/m ，10%/m/台 
(光電式スポット型感知器 2種相当) 

検知時間 
吸煙口から煙吸引式検出装置まで距離が短いため，煙の検知時間に
遅れが生じない設計 

フィルター 吸気口・排気口にそれぞれ設置 
吸煙配管サイズ 配管無し 
感知器範囲 煙吸引式感知ユニット片側 15m 以内，両側最大 30m 以内 
吸煙口 煙吸引式感知ユニットの下部に 1箇所 

煙検知原理 近赤外線による散乱光方式 
ファンユニット 煙吸引式感知ユニット内に防水ファンを内蔵 
吐出配管サイズ 配管無し 

警報 異常，火災警報，プレアラーム 
電源盤 現地制御盤内に 3.5AH 蓄電池を内蔵 

安全対策 
環境試験（温度 55℃，湿度 95％），加振試験を行い，正常な監視状
態を継続出来る設計とする。 
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 (4)炎感知器 

  a. 炎感知器の概要 

炎感知器の概要を第 3-6 図に示す。炎感知器は感知原理に「赤外線 3波長式」（物質の燃

焼時に発生する特有な放射エネルギーの波長帯を 3つ検出した場合にのみ発報する）を採用

し，誤動作防止を図る。さらに，外光が当たらず，高温物体が近傍にない箇所に設置するこ

とで誤作動を防止する設計とする。 

検知素子から出力される信号は連続的ではあるが，炎感知器においては，この信号を連続

的に処理することが可能なシステムが開発されていないため，非アナログ式である。 

しかし，平常時から炎の波長の有無を連続監視し，火災現象（急激な環境変化）を把握で

きることから，アナログ式と同等の機能を有する。 

 

b.  消防法の認定について 

当該炎感知器は，消防法認定品ではないが，a.項の記載の通り連続して状態を把握するこ

とが出来る。 

 

  

 

 

 

 

 

図 火災感知器の原理 

 

           写真 炎感知器の外観 

第 3-6 図 炎感知器の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

赤外線

受光素子

偏光フィルタ

屋外仕様炎感知器 

（遮光カバー付） 
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(5)熱感知カメラ 

 a. 熱感知カメラの概要 

熱感知カメラの画像と外観をそれぞれ第 3-7 図，第 3-8 図に示す。熱感知カメラは，物体

から発する赤外線の波長を温度信号として捕え，赤外線は温度が高くなるほど強くなる特徴

を利用し，強さを色別して温度マップとして画像に映すことにより，一定の温度に達すると

警報を発する火災感知設備である。 

 

 b.  消防法の認定について 

熱感知カメラは，消防法認定品ではないが，a.項の記載の通り連続して状態を把握するこ

とが出来る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3-7 図 熱感知カメラの画像         第 3-8 図 熱感知カメラの外観 

 

       

  

屋外仕様熱感知カメラ 

遮光カバー 
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(6)光ファイバケーブル式熱感知器 

 a.  光ファイバケーブル式熱感知器の概要 

光ファイバケーブル式熱感知器の概要を第 3-9 図に示す。光ファイバケーブル式熱感知

器の光ファイバセンサにパルス光を入射すると，その光は光ファイバセンサ中で散乱を生

じながら進行する。その散乱光の一つであるラマン散乱光には温度依存性があり，これを

検知することにより温度を監視する。 

光ファイバセンサにパルス光を入射してから，発生した後方ラマン散乱光が入射端に戻

ってくるまでの往復時間を測定することで，散乱光が発生した位置（火災源）を検知可能

である。 

アナログ式の光ファイバケーブル式の熱感知器は一般的な火災感知器と比べ，湿気の影

響を受けないことから，高湿度環境に設置する火災感知器は，湿気の影響を受けにくい，

アナログ式の光ファイバケーブル式の熱感知器を設置する。 

 

 b.  消防法の認定について 

光ファイバケーブル式熱感知器は，消防法認定品ではないが，消防法（火災報知設備の感

知器および発信器に係る技術上の規格を定める省令（昭和56年6月20日自治省令第17号）

第 13条（差動式分布型感知器の感度））に定められる作動式分布型感知器の 1種相当の感知

性能を有していることを確認している。 

 

 

第 3-9 図 光ファイバケーブル式熱感知器の概要 
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(7)高感度煙検出設備 

 a.  高感度煙検出設備の概要 

高感度煙検出設備の概要を第 3-10 図に示す。高感度煙検出設備は，盤内のケーブル延

焼火災の初期段階を検知するため，制御装置や電源盤用に開発された小型の高感度煙検出

設備である。 

煙の動線構造を垂直にし，電子部品の発熱による気流の煙突効果を促すことにより，異

常時に生じた煙をより早く確実に捉える。 

動作感度を一般エリアの煙濃度 10%に対し，高感度煙検出設備は煙濃度 0.1～5%と設定

することが可能である。 

 

 b.  消防法の認定について 

高感度煙検出設備は，消防法認定品ではないが，消防法（火災報知設備の感知器および発

信器に係る技術上の規格を定める省令（昭和 56年 6 月 20 日自治省令第 17号）第 17条（光

電式スポット型感知器の公称蓄積時間の区分及び濃度））に定められる光電式スポット型感

知器の 1種相当の感知性能を有していることを確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3-10 図 高感度煙検出設備の概要 

 

 

  

高感度 
煙検出設備 

従来品  
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4. 各火災感知器の設置条件及び具体例 

4.1 各火災感知器の設置条件 

  4.1.1 火災感知器の種類と設置個数の考え方 

各火災感知器の設置条件を第 4-1-1 表に示す。 

第 4-1-1 表 火災感知器の種類と設置個数の考え方 

火災感知器の種類 

火災感知器の設置個数の考え方 
消防法 

施行規則 取付面高さ 
設置個数当たり

の床面積 

 

 

 

煙感知器 

 

 

 

 

 

光電アナログ式スポット型 
1 種及び 2種 

4m 未満 150 ㎡ 

第 23 条 

第 4項 

7 

4m 以上 20m 未満 75 ㎡ 

3 種 4m 未満 50 ㎡ 

光電式スポット型 

(防爆型を含む) 

1 種及び 2種 
4m 未満 150 ㎡ 

4m 以上 20m 未満 75 ㎡ 

3 種 4m 未満 50 ㎡ 

光電アナログ式 

分離型 
― 20m 未満 

― 

(光軸の水平距離

が 14m 以下) 

第 23 条 

第 4項 

7 の 3 

高感度煙感知器 1 種相当 ― ― 
消防法には規定さ

れない 

高線量区域で使用する 

煙吸引式検出設備 
2 種相当 

吸煙口 1個の検知エリアを 40m2とす

る。＊2 

消防法には規定さ

れない 

高湿度環境で使用する 

煙吸引式検出設備 
2 種相当 

煙吸引式感知ユニットの周囲 30m 以

内とする。＊3 

消防法には規定さ

れない 

 

熱感知器 

熱アナログ式スポット型 ― 
4m 未満 70 ㎡*1 

第 23 条 

第 4項 

3 

4m 以上 8m 未満 35 ㎡*1 

定温式スポット型 

(防爆型を含む) 

特種 
4m 未満 70 ㎡*1 

4m 以上 8m 未満 35 ㎡*1 

1 種 
4m 未満 60 ㎡*1 

4m 以上 8m 未満 30 ㎡*1 

2 種 
4m 未満 20 ㎡*1 

4m 以上 8m 未満 ― 

光ファイバケーブル式 

熱感知器 
1 種相当 20m 未満 

光ファイバケー

ブルの相互間隔

は 6m 以下＊3 

消防法には規定さ

れない 

炎感知器 赤外線 3波長式 
公称監視距離最大 

60m 以内 
監視範囲に死角がないように設置 

消防法には規定さ

れない 

熱感知 

カメラ 
サーモグラフィカメラ 30m 以内 監視範囲に死角がないように設置 

消防法には規定さ

れない 

注 :上記に記載のない火災感知器の取付方法については，消防法施行規則等に基づく，設定方法
に従う。 

 
注記 ＊1 ：主要構造部を耐火構造とした防火対象物又はその部分における施設個数当たりの床面

積を示す。 
注記 ＊2 ：日本火災報知器工業会 自動火災報知設備工事基準 煙感知器の特殊な場所の設計よ

り。 
注記 ＊3 ： 消防法による基準がない火災感知器については実証試験に基づき取付方法を設定す

る。  
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  4.1.2 煙感知器の設置条件 

消防法施行規則第 23 条第 4 項 3 ロの規定により，梁等が天井より 0.6m 以上突出して

いる場合は個別の区画とし，それぞれの床面積から煙感知器の必要個数を求める。 

（第 4-1-2-1 図 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

第 4-1-2-1 図 

 

 

 

予防事務審査・検査基準により，梁等が 0.6m 以上 1m 未満で火災区画が連続する場合，下

記表で定める範囲の隣接する感知区域を感知区域と見なすことができる。（第 4-1-2-1 表 参

照） 

第 4-1-2-1 表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防法施行規則第 23 条第 4項 7 ホの規定により，天井高さから，それぞれの床面積に

必要な煙感知器の設置個数を算出し設置する設計とする。（第 4-1-2-2 表 参照） 

第 4-1-2-2 表 
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  4.1.3 熱感知器の設置条件 

消防法施行規則第 23 条第 4 項 3 ロの規定により，梁等が天井より 0.4m 以上突出して

いる場合は個別の区画とし，それぞれの床面積から熱感知器の必要個数を求める。 

（第 4-1-3-1 図 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4-1-3-1 図 

 

 

 

消防法施行規則第 23 条第 4項 3 ロの規定により，天井高さから，それぞれの床面積に

必要な熱感知器の設置個数を算出する設計とする。（第 4-1-3-1 表 参照） 

 

第 4-1-3-1 表 
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4.2 消防法に準じて火災感知器を設置した具体例 

  4.2.1 火災感知器を設置する具体例の基本情報 

柏崎刈羽原子力発電所７号機に設定した火災区域を，系統分離の状況，壁の設置状況及び

火災防護上重要な機器等と重大事故等対処施設の配置に応じて分割し火災区画を設定する。 

火災区域から分割した火災区画は，消防法施行規則第 23 条第 4 項に基づき，火災感知器

の取付高さや床面積から必要個数を設置するが，火災感知器を設置した火災区画の具体例と

して，煙感知器及び熱感知器の具体例の基本情報を第 4-2-1-1 表，災感知器及び熱感知カメ

ラを設置した具体例の基本情報を第 4-2-1-2 表の通り火災感知器を設置する設計とする。 

なお，柏崎刈羽原子力発電所７号機の建屋内に設置する換気口等の空気吹き出し口は，天

井から 1.5m 以上離れた位置にダクトを設置しているため，消防法施行規則第 23 条第 4 項 

8 の規定による火災感知器と換気口等の空気吹出し口との離隔距離を満足する設計とする。 

 

    第 4-2-1-1 表 煙感知器及び熱感知器の具体例の基本情報 

火災区域，火災区画 C-B2F-09 

名  称 7 号機 C/B 計測制御電源区域（A）送風機室 

熱感知器 定温スポット型感知器（特殊） 

煙感知器 光電アナログ式スポット型感知器（1種） 

床面積 111 ㎡ 

天井高さ 5150mm 

 

    第 4-2-1-2 表 炎感知器及び熱感知カメラの具体例の基本情報 

火災区域，火災区画 MPG-03 

名  称 モニタリングポスト用発電機設置エリア 

炎感知器 赤外線 3波長式 

炎感知器防護範囲 60m 以内 

熱感知カメラ サーモグラフィカメラ 

熱感知カメラ防護範囲 30m 以内 

感知器支柱高さ 4300mm 

防護対象距離 8500mm 
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  4.2.2 煙感知器及び熱感知器の具体例 

   4.2.2.1 煙感知器 

煙感知器及び熱感知器の具体例の基本情報 第 4-2-1-1表について消防法施行規則第

23 条第 4項 3 の規定により，4.1.2 煙感知器の設置条件に基づき煙感知器の必要個数

を第 4-2-2-1 表及び第 4-2-2 図に表す。 

第 4-2-2-1 表 煙感知器設置数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   4.2.2.2 熱感知器 

煙感知器及び熱感知器の具体例の基本情報 第 4-2-1-1表について消防法施行規則第

23 条第 4項 3 の規定により，4.1.3 熱感知器の設置条件に基づき熱感知器の必要個数

を第 4-2-2-2 表及び第 4-2-2 図に表す。 

第 4-2-2-2 表 熱感知器設置数 
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第 4-2-2 図 煙感知器及び熱感知器の具体例 
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  4.2.3 炎感知器及び熱感知カメラを設置した具体例 

   4.2.3.1 炎感知器及び熱感知カメラ 

柏崎刈羽原子力発電所７号機に設置した炎感知器及び熱感知カメラは，消防の認定品

ではないが消防認定品の炎感知器と同等以上の機能を有することから，消防法の炎感知

器の技術基準を満たしている事を確認する。 

炎感知器及び熱感知カメラについては死角となる場所がないように炎感知器及び熱

感知カメラを設置し，具体例として第 4-2-3 図に表す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4-2-3 図 炎感知器及び熱感知カメラの具体例  
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5. 各火災感知器の配置図 

 各火災感知器の配置図を次のページより示す。 
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補足説明資料 3－14 

設計基準事故対処設備及び重大事故等対処施設の消火設備の 

位置的分散に応じた独立性を備えた設計について 

 

312



補-3-14-1 

1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書 5.2.2(5)b.(b)項に示す設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処施設の消火設備の位置的分散に応じた独立性を備えた設計について示す

ために，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

設計基準事故対処設備及び重大事故等対処施設の消火設備の位置的分散に応じた独立性 

を備えた設計について以下に示す。 

消火設備が専用式の場合は第 1 図，選択式の場合は第 2 図に示す。 
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第 1 図 設計基準事故対処設備及び重大事故等対処施設の消火設備の位置的分散に応じた

独立性を備えた設計について（消火設備（専用式の場合）） 

 

ガス系消火設備（専用式） 

火災区画 

火災区画 

（DB と同機能を有する SA） 

 

 火災区画 
（SA と同機能を有する DB） 

火災防護対象機器（DB） 火災防護対象機器（SA） 

モーター 

b. 消火設備の系統構成 

(b)系統分離に応じた独立性の考

慮 

・重大事故等対処施設

は，重大事故に対処する

機能と設計基準事故対処

設備の安全機能が単一の

火災によって同時に機能

喪失しないよう，区分分

離や位置的分散を図る設

計とする。 

 

火災防護に関する説明書（抜粋） 

重大事故等対処施設のあ

る火災区域又は火災区画，及

び設計基準事故対処設備のあ

る火災区域又は火災区画に設

置する消火設備は上記の区分

分離や位置的分散に応じた独

立性を備えた設計とする。 

 

本内容の 

解釈 

本内容の 

解釈 

火災防護に関する説明書（抜粋） 

同機能を有する火災防護対象機器

（DB，SA）に対する消火設備につい

ても異なる火災区画等に設置し，位

置的分散を図る。 

同じ機能を有する火災防護対象機器

（DB，SA）は異なる火災区画等に設

置し，位置的分散を図る。（設置許

可 43 条要求） 

モーター 

ガス系消火設備（専用式） 

火災区画 
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第 2 図 設計基準事故対処設備及び重大事故等対処施設の消火設備の 位置的分散に応

じた独立性を備えた設計について（消火設備（選択式の場合）） 

 

 

 

 

以上 

本内容の

解釈 

本内容の 

解釈 

火災防護対象機器（DB） 火災防護対象機器（SA） 

モーター 

火災防護に関する説明書（抜粋） 

火災防護に関する説明書（抜粋） 

モーター 

ガス系消火設備（選択式） 

同機能を有する火災防護対象機

器(DB，SA)の消火設備(選択式)

については選択弁をそれぞれ設

け，独立性を備えた設計とす

る。

火災区画 

選択弁 選択弁 

  

容器弁 

単一故障を考慮し 

設置するボンベ 

b.消火設備の系統構成 

(b)系統分離に応じた独立性

の考慮 

・重大事故等対処施設は，重

大事故に対処する機能と設

計基準事故対処設備の安全

機能が単一の火災によって

同時に機能喪失しないよ

う，区分分離や位置的分散

を図る。 

 

 動的機器である選択弁の単

一故障を想定して選択弁は多

重化する設計とする。 

 また，動的機器である容器

弁の単一故障を想定して容器

弁及びボンベも消火濃度を満

足するために必要な本数以上

のボンベを設置する。 

 

同じ機能を有する火災防護対象機器 

（DB，SA）は異なる火災区画等に設置し， 
位置的分散を図る。（設置許可 43 条要求） 

火災区画 
（SA と同機能を有する DB） 

火災区画 

（DB と同機能を有する SA） 
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補足説明資料 3－15 

火災感知設備の電源確保について
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書 5.1.2．(3)項に示す火災感知設備の電源確保につい

ての詳細を示すために，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

火災防護上重要な機器等及び緊急時対策所建屋を除く重大事故等対処施設を設置する

火災区域又は火災区画の火災感知設備は，非常用電源及び常設代替高圧電源装置から受電

も可能な設計とする。 

  火災感知設備の電源確保について以下に示す。 

 

3.  火災感知設備の電源確保 

火災設備は，外部電源喪失時又は全交流動力電源喪失時においても，火災の感知を可能

とするため，ディーゼル発電機又は代替電源から電力が供給開始されるまでの容量を有し

た蓄電池を内蔵する。また，火災防護上重要な機器等及び，重大事故等対処施設を設置す

る火災区域又は火災区画（5 号機緊急時対策所建屋の火災区域又は火災区画を除く）に設

置する火災感知設備は，非常用電源及び常設代替高圧電源装置からの受電も可能な設計と

する。火災感知設備の電源確保の概要を第 1 図に示す。 

なお，5 号機緊急時対策所建屋の火災区域又は火災区画に設置する火災感知設備につい

ては，外部電源喪失時においても火災の感知を可能とするため，5 号機緊急時対策所用発

電機からの受電も可能な設計とする。 
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